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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　半導体製造装置においてプラズマが生成されるチャンバの内壁であって、静電チャック
が配置される下側内壁よりも上に配置される上側内壁を構成し、第１面と、前記第１面と
交差する第２面と、前記第１面と前記第２面とを接続する稜部分と、を含む基材と、
　前記第１面、前記第２面、および前記稜部分を覆い、多結晶セラミックスを含む耐パー
ティクル層であって、
　　前記稜部分に設けられた第１耐パーティクル層と、
　　前記第１面に設けられた第２耐パーティクル層と、を含む耐パーティクル層と、
　を備え、
　前記基材は環状であって、
　前記第１面は、前記基材の内周面であり、
　前記第２面は、前記基材の上面または下面であり、
　前記第１耐パーティクル層の耐パーティクル性は、前記第２耐パーティクル層の耐パー
ティクル性よりも高い、半導体製造装置用部材。
【請求項２】
　前記基材は、上端の第１開口および下端の第２開口を有し、
　前記第１開口の口径は、前記第２開口の口径よりも小さく、
　前記第２面は、前記基材の上面である、請求項１に記載の半導体製造装置用部材。
【請求項３】
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　前記第１耐パーティクル層の厚さは前記第２耐パーティクル層の厚さよりも小さい、請
求項１または２に記載の半導体製造装置用部材。
【請求項４】
　前記第１耐パーティクル層の厚さは１μｍ以上１０μｍ以下である、請求項１～３のい
ずれか１つに記載の半導体製造装置用部材。
【請求項５】
　前記耐パーティクル層は、希土類元素の酸化物、希土類元素のフッ化物および希土類元
素の酸フッ化物からなる群から選択される少なくとも一種を含む、請求項１～４のいずれ
か１つに記載の半導体製造装置用部材。
【請求項６】
　前記希土類元素が、Ｙ、Ｓｃ、Ｙｂ、Ｃｅ、Ｐｒ、Ｅｕ、Ｌａ、Ｎｄ、Ｐｍ、Ｓｍ、Ｇ
ｄ、Ｔｂ、Ｄｙ、Ｈｏ、Ｅｒ、Ｔｍ、およびＬｕからなる群から選択される少なくとも一
種である、請求項５に記載の半導体製造装置用部材。
【請求項７】
　倍率４０万倍～２００万倍のＴＥＭ画像より算出される、前記多結晶セラミックスの平
均結晶子サイズが３ｎｍ以上５０ｎｍ以下である、請求項１～６のいずれか１つに記載の
半導体製造装置用部材。
【請求項８】
　前記第１耐パーティクル層における、倍率４０万倍～２００万倍のＴＥＭ画像より算出
される、前記多結晶セラミックスの平均結晶子サイズは、前記第２耐パーティクル層にお
ける、倍率４０万倍～２００万倍のＴＥＭ画像より算出される、前記多結晶セラミックス
の平均結晶子サイズよりも小さい、請求項１～７のいずれか１つに記載の半導体製造装置
用部材。
【請求項９】
　基準耐プラズマ性試験後における前記第１耐パーティクル層の算術平均高さＳａ１は、
前記基準耐プラズマ性試験後における前記第２耐パーティクル層の算術平均高さＳａ２よ
りも小さい、請求項１～８のいずれか１つに記載の半導体製造装置用部材。
【請求項１０】
　前記第１耐パーティクル層および前記第２耐パーティクル層は、それぞれ、基準耐プラ
ズマ性試験後において０．０６０以下の算術平均高さＳａを示す、請求項１～９のいずれ
か１つに記載の半導体製造装置用部材。
【請求項１１】
　チャンバと、
　請求項１～１０のいずれか１つに記載の半導体製造装置用部材と、
　静電チャックと、
　を備えた半導体製造装置であって、
　前記チャンバはプラズマが生成される空間を形成する内壁を有し、
　前記内壁は、前記静電チャックが配置される下側内壁と、下側内壁より上に配置される
上側内壁と、を有し、
　前記半導体製造装置用部材の前記耐パーティクル層は、前記上側内壁の少なくとも一部
を構成する、半導体製造装置。
【請求項１２】
　請求項１～１０のいずれか１つに記載の半導体製造装置用部材を備えたディスプレイ製
造装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明の態様は、一般的に、半導体製造装置用部材および該半導体製造装置用部材を備
えた半導体製造装置並びにディスプレイ製造装置に関する。
【背景技術】
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【０００２】
　半導体デバイスの製造プロセスにおいては、チャンバ内でドライエッチング、スパッタ
リング及びＣＶＤ（Chemical Vapor Deposition）等の処理を行う半導体製造装置が使用
される。このチャンバ内では、被加工物やチャンバの内壁等からパーティクルが発生する
ことがある。このようなパーティクルは、製造される半導体デバイスの歩留まりの低下の
要因となるため、パーティクルの低減が求められる。
【０００３】
　パーティクルを低減させるために、チャンバやその周辺に用いられる半導体製造装置用
部材には、耐プラズマ性が求められる。そこで、半導体製造装置用部材の表面を耐プラズ
マ性に優れた被膜（層）でコーティングする方法が用いられている。例えば、基材の表面
にイットリア溶射膜が形成された部材が用いられている。しかし、溶射膜には亀裂や剥離
が生じることがあり、耐久性が十分とはいえない。被膜の剥離や、被膜からの脱粒は、パ
ーティクル発生の要因となるため、被膜と基材との剥離を抑制することが求められる。こ
れに対して、特許文献１および特許文献２には、エアロゾルデポジション法で形成された
セラミックス膜を用いた半導体または液晶製造装置部材が開示されている（特許文献１、
特許文献２）。また、特許文献３には、環状やドーム状の基材の内壁に周期律表第３ａ族
素化合物を含む溶射膜を形成することが開示されている。
　昨今では、半導体デバイスの微細化が進んでおり、ナノレベルでのパーティクルのコン
トロールが求められている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２００５－１５８９３３号公報
【特許文献２】韓国特許２０１０００１１５７６Ａ公報
【特許文献３】特開２０１２－１８９２８号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　パーティクルを低減することができる半導体製造装置用部材および該半導体製造装置用
部材を備えた半導体製造装置並びにディスプレイ製造装置を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明に係る半導体製造装置用部材は、半導体製造装置においてプラズマが生成される
チャンバの内壁であって、静電チャックが配置される下側内壁よりも上に配置される上側
内壁を構成し、第１面と、前記第１面と交差する第２面と、前記第１面と前記第２面とを
接続する稜部分と、を含む基材と、前記第１面、前記第２面、および前記稜部分を覆い、
多結晶セラミックスを含む耐パーティクル層であって、前記稜部分に設けられた第１耐パ
ーティクル層と、前記第１面に設けられた第２耐パーティクル層と、を含む耐パーティク
ル層と、を備える。前記基材は環状であって、前記第１面は、前記基材の内周面であり、
前記第２面は、前記基材の上面または下面である。前記第１耐パーティクル層の耐パーテ
ィクル性は、前記第２耐パーティクル層の耐パーティクル性よりも高い。
【０００７】
　半導体製造装置用部材では、その表面が腐食性プラズマ雰囲気に曝される。本発明者ら
は、このとき、基材の稜部分ではプラズマが集中しやすく、第１面よりもプラズマによる
ダメージが大きくなり、パーティクル発生源となる恐れが高いことを見出した。
　そこで、本発明では、基材の第１面、第２面、および稜部分を覆う耐パーティクル層が
、稜部分に設けられる第１耐パーティクル層と、第１面に設けられる第２耐パーティクル
層と、を含むよう構成し、第１耐パーティクル層の耐パーティクル性を、第２耐パーティ
クル層の耐パーティクル性よりも高くしている。そのため、稜部分におけるプラズマダメ
ージを軽減することができ、耐パーティクル性に優れた半導体製造装置用部材を提供する
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ことができる。
【０００９】
　基材が環状であれば、半導体製造装置のチャンバの内壁に好適に利用することができる
。基材が環状の場合、基材の内周面と上面とを接続する稜部分または基材の内周面と下面
とを接続する稜部分において、プラズマが集中しやすい。
　本発明では、稜部分に設けられる第１耐パーティクル層の耐パーティクル性を、第２耐
パーティクル層の耐パーティクル性よりも高くすることで、基材が環状の場合にも、稜部
分におけるプラズマダメージを軽減することができる。
【００１０】
　本発明に係る半導体製造装置用部材では、前記基材は、上端の第１開口および下端の第
２開口を有し、前記第１開口の口径は、前記第２開口の口径よりも小さく、前記第２面は
、前記基材の上面であることも好ましい。
【００１１】
　半導体製造装置においては、チャンバの上側の内壁を下から上に向かって径が小さくな
るテーパ形状で構成する場合がある。つまり、基材の上端側の第１開口の口径を基材の下
端側の第２開口の口径よりも小さくする場合がある。本発明者らは、チャンバの内壁がテ
ーパ形状の場合、特にその上面とプラズマとの接触面積が大きくなり、上面と内周面とを
接続する稜部分においてプラズマが集中しやすくなることを見出した。
　本発明では、環状の基材の上面と内周面とを接続する稜部分を、より耐パーティクル性
に優れる第１耐パーティクル層で被覆しているため、耐パーティクル性の低下を効果的に
抑制できる。
【００１２】
　本発明に係る半導体製造装置用部材では、第１耐パーティクル層の厚さは第２耐パーテ
ィクル層の厚さよりも小さいことも好ましい。
【００１３】
　第１耐パーティクル層は、第２耐パーティクル層よりも耐パーティクル性に優れる。例
えば、第１耐パーティクル層のほうが第２耐パーティクル層よりも緻密である場合には、
第１耐パーティクル層の内部応力が第２耐パーティクル層の内部応力よりも高い場合があ
る。したがって、第１耐パーティクル層の厚さを第２耐パーティクル層の厚さよりも小さ
くすることで、第１耐パーティクル層の内部応力をより小さくし、稜部分において第１耐
パーティクル層が破損する等の不具合を抑制することができる。
【００１４】
　本発明に係る半導体製造装置用部材では、第１耐パーティクル層の厚さが１μｍ以上１
０μｍ以下であることも好ましい。
【００１５】
　第１耐パーティクル層の厚さを１０μｍ以下と十分に小さくすることで、耐パーティク
ル層の破損等の不具合の発生をより効果的に低減することができる。また、厚さを１μｍ
以上とすることが実用上好ましい。
【００１６】
　本発明に係る半導体製造装置用部材では、耐パーティクル層は、希土類元素の酸化物、
希土類元素のフッ化物および希土類元素の酸フッ化物からなる群から選択される少なくと
も一種を含むことも好ましい。
【００１７】
　本発明によれば、耐パーティクル層の耐パーティクル性を高めることができる。
【００１８】
　本発明に係る半導体製造装置用部材では、希土類元素が、Ｙ、Ｓｃ、Ｙｂ、Ｃｅ、Ｐｒ
、Ｅｕ、Ｌａ、Ｎｄ、Ｐｍ、Ｓｍ、Ｇｄ、Ｔｂ、Ｄｙ、Ｈｏ、Ｅｒ、Ｔｍ、およびＬｕか
らなる群から選択される少なくとも一種であることも好ましい。
【００１９】
　本発明によれば、耐パーティクル層の耐パーティクル性をさらに高めることができる。
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【００２０】
　本発明に係る半導体製造装置用部材では、倍率４０万倍～２００万倍のＴＥＭ画像より
算出される、多結晶セラミックスの平均結晶子サイズが３ｎｍ以上５０ｎｍ以下であるこ
とも好ましい。
【００２１】
　本発明によれば、耐パーティクル層の耐パーティクル性を高めることができる。
【００２２】
　本発明に係る半導体製造装置用部材では、第１耐パーティクル層における、倍率４０万
倍～２００万倍のＴＥＭ画像より算出される、前記多結晶セラミックスの平均結晶子サイ
ズが、第２耐パーティクル層における、倍率４０万倍～２００万倍のＴＥＭ画像より算出
される、前記多結晶セラミックスの平均結晶子サイズよりも小さいことも好ましい。
【００２３】
　本発明によれば、第１耐パーティクル層の耐パーティクル性を第２耐パーティクル層の
耐パーティクル性よりも高めることができる。
【００２４】
　本発明に係る半導体製造装置用部材では、基準耐プラズマ性試験後における前記第１耐
パーティクル層の算術平均高さＳａ１が、前記基準耐プラズマ性試験後における前記第２
耐パーティクル層の算術平均高さＳａ２よりも小さいことも好ましい。
【００２５】
　本発明によれば、高いレベルでの耐パーティクル性を発現することができる。
【００２６】
　本発明に係る半導体製造装置用部材では、第１耐パーティクル層および前記第２耐パー
ティクル層が、それぞれ、基準耐プラズマ性試験後において０．０６０以下の算術平均高
さＳａを示すことも好ましい。
【００２７】
　本発明によれば、高いレベルでの耐パーティクル性を発現することができる。
【００２８】
　本発明に係る半導体製造装置は、チャンバと、上記半導体製造装置用部材の少なくとも
いずれか１つと、静電チャックと、を備える。前記チャンバはプラズマが生成される空間
を形成する内壁を有し、前記内壁は、前記静電チャックが配置される下側内壁と、下側内
壁より上に配置される上側内壁と、を有し、前記半導体製造装置用部材の前記耐パーティ
クル層は、前記上側内壁の少なくとも一部を構成する。
【００２９】
　本発明の半導体製造装置によれば、高いレベルでの耐パーティクル性を発現することが
できる。
【００３０】
　本発明に係るディスプレイ製造装置は、上記半導体製造装置用部材の少なくともいずれ
か１つを備えている。
【００３１】
　本発明のディスプレイ製造装置によれば、高いレベルでの耐パーティクル性を発現する
ことができる。
【発明の効果】
【００３２】
　本発明の態様によれば、パーティクルを低減することができる半導体製造装置用部材お
よび該半導体製造装置用部材を備えた半導体製造装置並びにディスプレイ製造装置が提供
される。
【図面の簡単な説明】
【００３３】
【図１】実施形態に係る半導体製造装置用部材を有する半導体製造装置を例示する断面図
である。
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【図２】図２（ａ），（ｂ）は、実施形態に係る半導体製造装用部材を例示する模式的断
面図である。
【図３】実施形態に係る半導体製造装用部材を例示する模式的断面図である。
【図４】図３において破線Ａ－Ａで切断した内部を例示する模式的断面図である。
【図５】図５（ａ）及び図５（ｂ）は、実施形態に係る半導体製造装用部材の一例を模式
的に表す側面図及び断面図である。
【図６】図６（ａ）及び図６（ｂ）は、実施形態に係る半導体製造装用部材の別の一例を
模式的に表す側面図及び断面図である。
【図７】図７（ａ）及び図７（ｂ）は、実施形態に係る半導体製造装用部材のさらに別の
一例を模式的に表す側面図及び断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００３４】
　以下、本発明の実施の形態について図面を参照しつつ説明する。なお、各図面中、同様
の構成要素には同一の符号を付して詳細な説明は適宜省略する。
　図１は、実施形態に係る半導体製造装置用部材を有する半導体製造装置を例示する断面
図である。
　図１に表した半導体製造装置１００は、チャンバ１１０と、天板１２０と、半導体製造
装置用部材１３０と、静電チャック１６０と、を備える。天板１２０は、チャンバ１１０
の内部における上部に設けられている。静電チャック１６０は、チャンバ１１０の内部に
おける下部に設けられている。つまり、天板１２０は、チャンバ１１０の内部において静
電チャック１６０の上に設けられている。ウェーハ２１０等の被吸着物は、静電チャック
１６０の上に載置される。
【００３５】
　チャンバ１１０の内壁１１１は、静電チャック１６０が配置される下側内壁１１１ｂと
下側内壁１１１ｂより上に配置される上側内壁１１１ｕと、を有する。この例では、チャ
ンバ１１０の内壁１１１は、下から上に向かって径が小さくなるテーパ形状で構成される
。すなわち、天板１２０と接するチャンバ１１０の上辺の直径は、静電チャック１６０側
のチャンバ１１０の下辺の直径よりも小さくなっている。半導体製造装置用部材１３０は
、例えば、天板１２０と接するように配置される。
【００３６】
　半導体製造装置１００では、高周波電力が供給され、図１に表した矢印Ａ１のように例
えばハロゲン系ガスなどの原料ガスがチャンバ１１０の内部に導入される。すると、チャ
ンバ１１０の内部に導入された原料ガスは、静電チャック１６０と天板１２０との間の領
域１９１においてプラズマ化する。
【００３７】
　ここで、チャンバ１１０の内部において発生したパーティクル２２１がウェーハ２１０
に付着すると、製造された半導体デバイスに不具合が発生する場合がある。すると、半導
体デバイスの歩留まりおよび生産性が低下する場合がある。そのため、天板１２０や半導
体製造装置用部材１３０には、耐プラズマ性が要求される。
【００３８】
　なお、実施形態に係る半導体製造装置用部材は、チャンバ内の上部以外の位置や、チャ
ンバ周辺に配置される部材であってもよい。また、半導体製造装置用部材が用いられる半
導体製造装置は、図１の例に限られず、アニール、エッチング、スパッタリング、ＣＶＤ
などの処理を行う任意の半導体製造装置（半導体処理装置）を含む。
【００３９】
　図２（ａ）、（ｂ）は、実施形態に係る半導体製造装用部材を例示する模式的断面図で
ある。
　図２（ａ）は、半導体製造装置用部材１３０の一部分のうち、基材１０を説明するため
の模式的断面図である。図２（ｂ）は半導体製造装置用部材１３０の一部分を示す模式的
断面図である。
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【００４０】
　図２（ａ）および（ｂ）に示すように、半導体製造装置用部材１３０は、基材１０と、
耐パーティクル層２０と、を備えている。
　基材１０は、第１部分１１と、第２部分１２と、を含む。基材１０は、表面１０ａを有
する。第１部分１１は、稜部分１１ｓを含む。図２（ａ）および（ｂ）に示すように、稜
部分１１ｓは、上に凸の形状を有する。稜部分１１ｓは例えば、Ｒ面である。第２部分１
２は、断面図において平面で構成される。
　耐パーティクル層２０は、基材１０の表面１０ａを覆う。耐パーティクル層２０は、多
結晶セラミックスを含む。耐パーティクル層２０は、第１耐パーティクル層２１と、第２
耐パーティクル層２２と、を備えている。第１耐パーティクル層２１は、第１部分１１の
稜部分１１ｓの表面に設けられる。第２耐パーティクル層２２は、第２部分１２の表面に
設けられる。半導体製造装置用部材１３０においては、第１耐パーティクル層２１の耐パ
ーティクル性は、第２耐パーティクル層２２の耐パーティクル性よりも高い。
　なお、本願明細書において「耐パーティクル性が高い」とは、プラズマ照射により耐パ
ーティクル層が腐食されることにより発生するパーティクルの量が少ないことを意味する
。例えば、耐パーティクル性が高い、とは、耐パーティクル層の消耗量が少ないこと、ま
たは、耐パーティクル層の表面粗さの変化が少ないこと、などから判断することができる
。本願明細書において、「耐パーティクル性」は後述の「輝度Ｓａ（luminance Sa）」を
指標として判断することが好ましい。
【００４１】
　図３は、実施形態に係る半導体製造装用部材を例示する模式的断面図である。
　図４は、図３において破線Ａ－Ａで切断した内部を例示する模式的断面図である。
　半導体製造装置用部材１３０において、基材１０が環状であり、基材１０のうち、表面
１０ａが環状の基材１０の内側部分を構成していてもよい。図３に示すように、環状の基
材１０の内側部分が表面１０ａとなっている。この表面１０ａに耐パーティクル層２０が
設けられる（図３では耐パーティクル層２０を省略）。
【００４２】
　図３および図４に示すように、環状の基材１０は、上辺１０ｕと、下辺１０ｂとを有す
る。上辺１０ｕの直径Ｄｕは、下辺１０ｂの直径Ｄｂよりも短い。環状の基材１０は、例
えば、下辺１０ｂから上辺１０ｕに向かって径が小さくなるテーパ形状で構成される。図
４に示すように、環状の基材１０においては、基材１０の上辺１０ｕが、第１部分１１の
稜部分１１ｓに対応している。
　基材１０を環状とすることで、半導体製造装置用部材１３０の内壁として好適に利用す
ることができる。また、半導体製造装置においては、チャンバの上側の内壁を下から上に
向かって径が小さくなるテーパ形状で構成する場合がある。本発明者らは、この場合、基
材１０において特にその上辺１０ｕとプラズマ雰囲気Ｐとの接触面積が大きくなる場合が
あること見出した（図４参照）。
　半導体製造装置用部材１３０においては、基材１０が環状の場合には、例えば、上辺１
０ｕを稜部分１１ｓとし、より耐パーティクル性に優れる第１耐パーティクル層２１で被
覆してもよい。それによって、耐パーティクル性の低下を効果的に抑制できる。
【００４３】
　半導体製造装置用部材１３０においては、第１耐パーティクル層２１の厚さは、例えば
、第２耐パーティクル層２２の厚さよりも小さい。半導体製造装置用部材１３０において
、第１耐パーティクル層２１は、第２耐パーティクル層２２よりも耐パーティクル性に優
れている。例えば、第１耐パーティクル層２１のほうが第２耐パーティクル層２２よりも
緻密である場合には、第１耐パーティクル層２１の内部応力が第２耐パーティクル層２２
の内部応力よりも高い場合がある。したがって、第１耐パーティクル層２１の厚さを第２
耐パーティクル層２２の厚さよりも小さくすることで、第１耐パーティクル層２１の内部
応力をより小さくし、稜部分１１ｓにおいて第１耐パーティクル層２１が破損する等の不
具合を抑制することができる。
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【００４４】
　なお、稜部分１１ｓにおいてプラズマが集中しやすくなる理由としては、エッジ効果の
影響が考えられる。エッジ効果とは、平行板電極を用いて放電を起こさせる場合、極板の
周辺のとがった部分や、電極面の凹凸がある場合には凸部において、電界強度が大きくな
り、プラズマが集中する現象である。
【００４５】
　第１耐パーティクル層２１の厚さは、例えば、１μｍ以上１０μｍ以下、より好ましく
は１μｍ以上５μｍ以下、さらに好ましくは１μｍ以上３μｍ以下である。第１耐パーテ
ィクル層２１の厚さを１０μｍ以下と十分に小さくすることで、第１耐パーティクル層２
１の破損等の不具合の発生をより効果的に低減することができる。また、第１耐パーティ
クル層２１の厚さを１μｍ以上とすることが実用上好ましい。第１耐パーティクル層２１
の厚さは、基材１０の稜部分１１ｓにおける接線に直交する方向の耐パーティクル層２０
の長さである。
　第２耐パーティクル層２２の厚さは、例えば、１μｍ以上１０μｍ以下である。第２耐
パーティクル層２２の厚さは、基材１０の第２部分１２における接線に直交する方向の耐
パーティクル層２０の長さである。
【００４６】
　本明細書において、耐パーティクル層２０（第１耐パーティクル層２１、第２耐パーテ
ィクル層２２）の厚さは次のようにして求める。
　半導体製造装置用部材１３０を切断し、その破断面について走査型電子顕微鏡（ＳＥＭ
：Scanning Electron Microscope）を用いて観察し、確認することができる。ＳＥＭには
、例えば、ＨＩＴＡＣＨＩ製Ｓ－５５００を用い、ＳＥＭ観察条件を、倍率５０００倍、
加速電圧１５ｋＶとしてもよい。断面画像において厚さにばらつきがある場合には、複数
箇所で測定を行い、その平均値を算出する。
【００４７】
　基材１０は、金属、セラミックス、ガラス、プラスチック、およびそれらの組合せのい
ずれであってもよい。基材１０は、好ましくは金属またはセラミックスである。金属には
、表面に陽極酸化処理（アルマイト処理）を施したアルミニウムまたはアルミニウム合金
を用いることができる。セラミックスには、酸化アルミニウム、窒化アルミニウムなどを
用いることができる。
【００４８】
　耐パーティクル層２０は、多結晶セラミックスを含む。耐パーティクル層２０は、例え
ば、希土類元素の酸化物、希土類元素のフッ化物および希土類元素の酸フッ化物からなる
群から選択される少なくとも一種を含む。希土類元素として、例えば、Ｙ、Ｓｃ、Ｙｂ、
Ｃｅ、Ｐｒ、Ｅｕ、Ｌａ、Ｎｄ、Ｐｍ、Ｓｍ、Ｇｄ、Ｔｂ、Ｄｙ、Ｈｏ、Ｅｒ、Ｔｍ、お
よびＬｕからなる群から選択される少なくとも一種が挙げられる。より具体的には、耐パ
ーティクル層２０は、イットリウムの酸化物（Ｙ２Ｏ３、ＹαＯβ（非化学量論的組成）
）、イットリウムオキシフッ化物（ＹＯＦ、Ｙ５Ｏ４Ｆ７，Ｙ６Ｏ５Ｆ８，Ｙ７Ｏ６Ｆ９

およびＹ１７Ｏ１４Ｆ２３）、（ＹＯ０．８２６Ｆ０．１７）Ｆ１．１７４、ＹＦ３、Ｅ
ｒ２Ｏ３、Ｇｄ２Ｏ３、Ｎｄ２Ｏ３、Ｙ３Ａｌ５Ｏ１２、Ｙ４Ａｌ２Ｏ９、Ｙ２Ｏ３－Ｚ
ｒＯ２、Ｅｒ３Ａｌ５Ｏ１２、Ｇｄ３Ａｌ５Ｏ１２、Ｅｒ４Ａｌ２Ｏ９、ＥｒＡｌＯ３、
Ｇｄ４Ａｌ２Ｏ９、ＧｄＡｌＯ３、Ｎｄ３Ａｌ５Ｏ１２、Ｎｄ４Ａｌ２Ｏ９およびＮｄＡ
ｌＯ３からなる群から選択される少なくとも一種を含む。耐パーティクル層２０は、Ｆｅ
、Ｃｒ、Ｚｎ、およびＣｕからなる群から選択される少なくとも一種を含んでもよい。
　例えば、耐パーティクル層２０は、フッ素及び酸素の少なくともいずれかと、イットリ
ウムとを含む。耐パーティクル層２０は、例えば、酸化イットリウム（Ｙ２Ｏ３）、フッ
化イットリウム（ＹＦ３）又はオキシフッ化イットリウム（ＹＯＦ）を主成分とする。
　本明細書において「主成分」とは、当該成分を５０％超、好ましくは７０％以上、より
好ましくは９０％以上、さらに好ましくは９５％以上、最も好ましくは１００％含むこと
をいう。ここでいう「％」は、例えば、質量％である。
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【００４９】
　あるいは、耐パーティクル層２０は、酸化物、フッ化物、オキシフッ化物以外であって
もよい。具体的には、Ｃｌ元素やＢｒ元素を含む化合物（塩化物、臭化物）が挙げられる
。
【００５０】
　本発明に係る半導体製造装置用部材１３０において、第１耐パーティクル層２１の耐パ
ーティクル性は、第２耐パーティクル層２２の耐パーティクル性よりも高く構成されてい
る。第１耐パーティクル層２１と第２耐パーティクル層２２とを同じ組成で構成し、例え
ばそのナノレベルの微構造を制御することで、耐パーティクル性を制御してもよい。また
、第１耐パーティクル層２１と第２耐パーティクル層２２とを異なる組成とし、第１耐パ
ーティクル層２１における耐パーティクル性を第２耐パーティクル層２２の耐パーティク
ル性よりも高めてもよい。
【００５１】
　半導体製造装置用部材１３０において、第１耐パーティクル層２１の耐パーティクル性
は、第２耐パーティクル層２２の耐パーティクル性よりも高く構成されている。この「耐
パーティクル性」は、以下に述べる「基準耐プラズマ性試験」をひとつの基準法として評
価することができる。半導体製造装置用部材１３０において、基準耐プラズマ性試験後に
おける第１耐パーティクル層２１の算術平均高さＳａ１は、基準耐プラズマ性試験後にお
ける第２耐パーティクル層２２の算術平均高さＳａ２よりも小さい。基準耐プラズマ性試
験後における第１耐パーティクル層２１の算術平均高さＳａ１は、０．０６０以下、より
好ましくは０．０２０以下、さらに好ましくは０．０１６以下であることが好ましい。
【００５２】
　次に基準耐プラズマ性試験の詳細について述べる。
　基準耐プラズマ性試験のための、プラズマエッチング装置として、誘導結合型プラズマ
反応性イオンエッチング装置（Ｍｕｃ－２１　Ｒｖ－Ａｐｓ－Ｓｅ／住友精密工業製）を
使用する。プラズマエッチングの条件は、電源出力としてＩＣＰ（Inductively Coupled 
Plasma：誘導結合プラズマ）の出力を１５００Ｗ、バイアス出力を７５０Ｗ、プロセスガ
スとしてＣＨＦ３ガス１００ｃｃｍとＯ２ガス１０ｃｃｍの混合ガス、圧力を０．５Ｐａ
、プラズマエッチング時間を１時間とする。プラズマ照射後の半導体製造装置用部材１３
０の表面（耐パーティクル層２０の表面）の状態をレーザー顕微鏡（例えば、ＯＬＳ４５
００／オリンパス製）により撮影する。観察条件等の詳細は後述する。得られた画像から
、プラズマ照射後の表面の算術平均高さＳａを算出する。ここで、算術平均高さＳａとは
、２次元の算術平均粗さＲａを３次元に拡張したものであり、３次元粗さパラメータ（３
次元高さ方向パラメータ）である。具体的には、算術平均高さＳａは、表面形状曲面と平
均面とで囲まれた部分の体積を測定面積で割ったものである。すなわち、平均面をｘｙ面
、縦方向をｚ軸とし、測定された表面形状曲線をｚ（ｘ、ｙ）とすると、算術平均高さＳ
ａは、次式で定義される。ここで、式（１）の中の「Ａ」は、測定面積である。
【００５３】
【数１】

【００５４】
　算術平均高さＳａは、測定法に基本的には依存しない値であるが、本明細書における「
基準耐プラズマ性試験」にあっては、以下の条件下で算出される。算術平均高さＳａの算
出にはレーザー顕微鏡を用いる。具体的には、レーザー顕微鏡「ＯＬＳ４５００／オリン
パス製」を使用する。対物レンズはＭＰＬＡＰＯＮ１００ｘＬＥＸＴ（開口数０．９５、
作動距離０．３５ｍｍ、集光スポット径０．５２μｍ、測定領域１２８×１２８μｍ）を
用い、倍率を１００倍とする。うねり成分除去のλｃフィルターは２５μｍに設定する。
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測定は、任意の３箇所で行い、その平均値を算術平均高さＳａとする。その他、三次元表
面性状国際規格ＩＳＯ２５１７８を適宜参照する。
【００５５】
　なお、基準耐プラズマ性試験のための試料は、エッチング装置のチャンバに入るサイズ
に適宜切断する。例えば、第１耐パーティクル層２１を含むように切断したサンプルと、
第２耐パーティクル層２２を含むように切断したサンプルと、を用意して、これらに対し
て基準耐プラズマ性試験を実施する。
【００５６】
　「耐パーティクル性」の指標として、「輝度Ｓａ（luminance Sa）」を用いることが好
ましい。ここでいう「輝度Ｓａ」とは、透過型電子顕微鏡（ＴＥＭ：Transmission Elect
ron Microscope）により得られた構造物の明視野像のデジタル白黒画像のピクセル情報を
定量化して得た指標であり、気孔率が極めて小さい（０．０１～０．１％）構造物におい
て、更なる微細な（例えばナノレベル）構造を評価可能な指標である。輝度Ｓａが小さい
ほど、耐パーティクル性に優れている。「輝度Ｓａ」とは、算術平均高さＳａの概念をデ
ジタルＴＥＭ画像の画像処理に応用したものである。
【００５７】
　輝度Ｓａは、例えば、以下のようにして算出される。
　輝度Ｓａの算出において、デジタル白黒画像を取得するためのＴＥＭ観察試料は、集束
イオンビーム（ＦＩＢ：Focused Ion Beam）法を用い、加工ダメージを抑制して作成され
る。ＦＩＢ加工時に、構造物の表面には帯電防止および試料保護のためのカーボン層およ
びタングステン層が設けられる。ＦＩＢ加工方向を縦方向としたときに、縦方向に対して
垂直な平面における、構造物表面の短軸方向の長さである試料上部厚みは１００±３０ｎ
ｍとする。ひとつの構造物から、ＴＥＭ観察試料を少なくとも３つ用意する。
　少なくとも３つのＴＥＭ観察試料のそれぞれについて、デジタル白黒画像を取得する。
デジタル白黒画像は、透過型電子顕微鏡（ＴＥＭ）を用い、倍率１０万倍、加速電圧２０
０ｋＶで取得する。デジタル白黒画像は、構造物、カーボン層、及びタングステン層を含
む。
　デジタル白黒画像において、構造物表面から前記縦方向に０．５μｍを領域縦長さとす
る輝度取得領域を設定する。この輝度取得領域の面積の合計が６．９μｍ２以上となるよ
うに、少なくとも３つのＴＥＭ観察試料のそれぞれから複数の前記デジタル白黒画像を取
得する。
　取得したデジタル白黒画像中の１ピクセル毎の色データを階調の数値で表した輝度値に
ついて、カーボン層の輝度値を２５５、タングステン層の輝度値を０として相対的に補正
する。
　補正した輝度値を用い、以下のように輝度Ｓａを算出する。すなわち、輝度取得領域の
それぞれに対して、最小二乗法を用いてピクセル毎の補正後の輝度値の差の絶対値の平均
を算出し、それらの平均を輝度Ｓａとする。輝度Ｓａの詳細については、例えば、特許第
６５９７９２２号公報を参照するものとする。
【００５８】
　本発明において、第１耐パーティクル層２１の輝度Ｓａは、第２耐パーティクル層２２
の輝度Ｓａよりも小さい。
【００５９】
　本発明の一つの態様によれば、耐パーティクル層２０が設けられ、基材１０の表面１０
ａは平滑であることが好ましい。本発明の一つの態様によれば、基材１０の表面１０ａに
、例えば、ブラスト、物理的研磨、ケミカルメカニカルポリッシング、ラッピング、化学
的研磨、の少なくともいずれかを施し、表面の凹凸を除去する。このような凹凸除去は、
その後の表面１０ａが、例えばその算術平均粗さＲａが０．２μｍ以下、より好ましくは
０．１μｍ以下、または最大高さ粗さＲｚが３μｍ以下となるよう行われることが好まし
い。算術平均粗さＲａおよび最大高さ粗さＲｚは、ＪＩＳ　Ｂ　０６０１：２００１に準
拠し、例えば、表面粗さ測定器「ＳＵＲＦＣＯＭ　１３０Ａ／東京精密製」により測定す
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ることができる。
【００６０】
　例えば、耐パーティクル層２０（第１耐パーティクル層２１、第２耐パーティクル層２
２）を、「エアロゾルデポジション法」により形成することができる。「エアロゾルデポ
ジション法」は、脆性材料を含む微粒子をガス中に分散させた「エアロゾル」をノズルか
ら基材に向けて噴射し、金属、ガラス、セラミックス、プラスチックなどの基材に微粒子
を衝突させ、この衝突の衝撃により脆性材料微粒子に変形や破砕を起させしめてこれらを
接合させ、基材上に微粒子の構成材料からなる層状構造物（膜状構造物ともいう）をダイ
レクトに形成させる方法である。
【００６１】
　この例では、例えばイットリア等の耐パーティクル性に優れたセラミック材料の微粒子
とガスとの混合物であるエアロゾルを、基材１０に向けて噴射し、層状構造物（耐パーテ
ィクル層２０）を形成する。
【００６２】
　エアロゾルデポジション法によれば、特に加熱手段や冷却手段などを必要とせず、常温
で層状構造物の形成が可能であり、焼成体と同等以上の機械的強度を有する層状構造物を
得ることができる。また、微粒子を衝突させる条件や微粒子の形状、組成などを制御する
ことにより、層状構造物の密度や微構造、機械強度、電気特性などを多様に変化させるこ
とが可能である。
　例えば、上記条件を適宜制御して、第１耐パーティクル層２１の耐パーティクル性を、
第２耐パーティクル層２２の耐パーティクル性よりも高くすることができる。
【００６３】
　なお、本願明細書において「多結晶」とは、結晶粒子が接合・集積してなる構造体をい
う。結晶粒子は、実質的にひとつで結晶を構成する。結晶粒子の径は、通常５ナノメート
ル（ｎｍ）以上である。但し、微粒子が破砕されずに構造物中に取り込まれる場合には、
結晶粒子は、多結晶である。
　また、半導体製造装置用部材１３０において、耐パーティクル層２０（第１耐パーティ
クル層２１、第２耐パーティクル層２２）は多結晶セラミックスのみから構成されてもよ
く、また多結晶セラミックスとアモルファスセラミックスとを含むものであってもよい。
【００６４】
　耐パーティクル層２０（第１耐パーティクル層２１、第２耐パーティクル層２２）にお
いて、多結晶セラミックスの平均結晶子サイズは３ｎｍ以上５０ｎｍ以下である。好まし
くはその上限は３０ｎｍであり、より好ましくは２０ｎｍ、さらに好ましくは１５ｎｍで
ある。またその好ましい下限は５ｎｍである。
　半導体製造装置用部材１３０において、第１耐パーティクル層２１の平均結晶子サイズ
は、例えば、第２耐パーティクル層２１の平均結晶子サイズよりも小さい。それによって
、例えば、第１耐パーティクル層２１の耐パーティクル性を第２耐パーティクル層２２の
耐パーティクル性よりも高められる。
【００６５】
　本発明において、「平均結晶子サイズ」は以下の方法で求めることができる。
　まず、倍率４０万倍以上で透過型電子顕微鏡（ＴＥＭ）画像を撮影する。この画像にお
いて結晶子１５個の円形近似による直径の平均値より算出した値を平均結晶子サイズとす
る。このとき、ＦＩＢ加工時のサンプル厚みを３０ｎｍ程度に十分薄くすれば、より明確
に結晶子を判別することができる。撮影倍率は、４０万倍以上の範囲で適宜選択すること
ができる。
【００６６】
　また、本願明細書において「微粒子」とは、一次粒子が緻密質粒子である場合には、粒
度分布測定や走査型電子顕微鏡などにより同定される平均粒径が５マイクロメータ（μｍ
）以下のものをいう。一次粒子が衝撃によって破砕されやすい多孔質粒子である場合には
、平均粒径が５０μｍ以下のものをいう。
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【００６７】
　また、本願明細書において「エアロゾル」とは、ヘリウム、窒素、アルゴン、酸素、乾
燥空気、これらを含む混合ガスなどのガス中に前述の微粒子を分散させた固気混合相体を
指し、一部「凝集体」を含む場合もあるが、実質的には微粒子が単独で分散している状態
をいう。エアロゾルのガス圧力と温度は任意であるが、ガス中の微粒子の濃度は、ガス圧
を１気圧、温度を摂氏２０度に換算した場合に、吐出口から噴射される時点において０.
０００３ｍＬ／Ｌ～５ｍＬ／Ｌの範囲内であることが層状構造物の形成にとって望ましい
。
【００６８】
　エアロゾルデポジションのプロセスは、通常は常温で実施され、微粒子材料の融点より
十分に低い温度、すなわち摂氏数１００度以下で層状構造物の形成が可能であるところに
ひとつの特徴がある。
　なお、本願明細書において「常温」とは、セラミックスの焼結温度に対して著しく低い
温度で、実質的には０～１００℃の環境をいい、２０℃±１０℃前後の室温がより一般的
である。
【００６９】
　層状構造物の原料となる粉体を構成する微粒子は、セラミックスや半導体などの脆性材
料を主体とし、同一材質の微粒子を単独であるいは粒径の異なる微粒子を混合させて用い
ることができるほか、異種の脆性材料微粒子を混合させたり、複合させたりして用いるこ
とが可能である。また、金属材料や有機物材料などの微粒子を脆性材料微粒子に混合した
り、脆性材料微粒子の表面にコーティングしたりして用いることも可能である。これらの
場合でも、層状構造物の形成の主となるものは、脆性材料である。
【００７０】
　この手法によって形成される複合構造物において、結晶性の脆性材料微粒子を原料とし
て用いる場合、複合構造物の層状構造物の部分は、その結晶粒子サイズが原料微粒子のそ
れに比べて小さい多結晶体であり、その結晶は実質的に結晶配向性がない場合が多い。ま
た、脆性材料結晶同士の界面には、ガラス層からなる粒界層が実質的に存在しない。また
多くの場合、複合構造物の層状構造物部分は、基材（この例において基材１０）の表面に
食い込む「アンカー層」を形成する。このアンカー層が形成されている層状構造物は、基
材に対して極めて高い強度で強固に付着して形成される。
【００７１】
　エアロゾルデポジション法により形成される層状構造物は、微粒子同士が圧力によりパ
ッキングされ物理的な付着で形態を保っている状態のいわゆる「圧粉体」とは明らかに異
なり、十分な強度を保有している。
【００７２】
　エアロゾルデポジション法において、飛来してきた脆性材料微粒子が基材の上で破砕・
変形を起していることは、原料として用いる脆性材料微粒子と、形成された脆性材料構造
物の結晶子（結晶粒子）サイズとをＸ線回折法などで測定することにより確認できる。す
なわち、エアロゾルデポジション法で形成された層状構造物の結晶子サイズは、原料微粒
子の結晶子サイズよりも小さい。微粒子が破砕や変形をすることで形成される「ずれ面」
や「破面」には、もともとの微粒子の内部に存在し別の原子と結合していた原子が剥き出
しの状態となった「新生面」が形成される。表面エネルギーが高く活性なこの新生面が、
隣接した脆性材料微粒子の表面や同じく隣接した脆性材料の新生面あるいは基材の表面と
接合することにより層状構造物が形成されるものと考えられる。
【００７３】
　また、エアロゾル中の微粒子の表面に水酸基がほどよく存在する場合は、微粒子の衝突
時に微粒子同士や微粒子と構造物との間に生じる局部のずれ応力などにより、メカノケミ
カルな酸塩基脱水反応が起き、これら同士が接合するということも考えられる。外部から
の連続した機械的衝撃力の付加は、これらの現象を継続的に発生させ、微粒子の変形、破
砕などの繰り返しにより接合の進展、緻密化が行われ、脆性材料からなる層状構造物が成
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長するものと考えられる。
【００７４】
　例えば、耐パーティクル層２０がエアロゾルデポジション法により形成された場合、セ
ラミック層である耐パーティクル層２０は、セラミック焼成体や溶射膜などと比較すると
構成する結晶子サイズが小さく緻密な微構造を有する。これにより、実施形態に係る半導
体製造装置用部材１３０の耐パーティクル性は、焼成体や溶射膜の耐パーティクル性より
も高い。また、実施形態に係る半導体製造装置用部材１３０がパーティクルの発生源にな
る確率は、焼成体や溶射膜などがパーティクルの発生源になる確率よりも低い。
【００７５】
　本発明による半導体製造装置用部材１３０を、例えばエアロゾルデポジション法で製造
する場合、それに用いる装置の一例について説明する。エアロゾルデポジション法に用い
る装置は、チャンバと、エアロゾル供給部と、ガス供給部と、排気部と、配管と、により
構成される。チャンバの内部には、例えば、基材１０を配置するステージと、駆動部と、
ノズルと、が配置される。駆動部によりステージに配置された基材１０とノズルとの位置
を相対的に変えることができる。このとき、ノズルと基材１０との間の距離を一定にして
もよいし、可変にしてもよい。この例では、駆動部はステージを駆動させる態様を示して
いるが、駆動部がノズルを駆動させてもよい。駆動方向は例えば、ＸＹＺθ方向である。
【００７６】
　エアロゾル供給部は、配管によりガス供給部と接続される。エアロゾル供給部では、原
料微粒子とガスとが混合されたエアロゾルを、配管を介してノズルに供給する。装置は、
原料微粒子を供給する粉体供給部をさらに備える。粉体供給部はエアロゾル供給部内に配
置されてもよいし、エアロゾル供給部とは別に配置されてもよい。また、エアロゾル供給
部とは別に、原料微粒子とガスとを混合するエアロゾル形成部を備えていてもよい。ノズ
ルから噴射される微粒子の量が一定となるように、エアロゾル供給部からの供給量を制御
することで、均質な構造物を得ることができる。
【００７７】
　ガス供給部は、窒素ガス、ヘリウムガス、アルゴンガス、空気などを供給する。供給さ
れるガスが空気の場合、例えば、水分や油分などの不純物が少ない圧縮空気を用いるか、
空気から不純物を取り除く空気処理部をさらに設けることが好ましい。
【００７８】
　次に、エアロゾルデポジション法に用いる装置の動作の一例について説明する。チャン
バ内のステージに基材１０を配置した状態で、真空ポンプなどの排気部により、チャンバ
内を大気圧以下、具体的には数百Ｐａ程度に減圧する。一方、エアロゾル供給部の内圧を
チャンバの内圧よりも高く設定する。エアロゾル供給部の内圧は、例えば、数百～数万Ｐ
ａである。粉体供給部を大気圧としてもよい。チャンバとエアロゾル供給部との差圧など
により、ノズルからの原料粒子の噴射速度が亜音速～超音速（５０～５００ｍ/ｓ）の領
域となるように、エアロゾル中の微粒子を加速させる。噴射速度は、ガス供給部から供給
されるガスの流速、ガス種、ノズルの形状、配管の長さや内径、排気部の排気量などによ
り制御される。例えば、ノズルとして、ラバルノズルなどの超音速ノズルを用いることも
できる。ノズルから高速で噴射されたエアロゾル中の微粒子は、基材１０に衝突し、粉砕
または変形して基材１０上に構造物（耐パーティクル層２０）として堆積される。基材１
０とノズルとの相対的な位置を変えることにより、所定面積を有する構造物（耐パーティ
クル層２０）を基材１０上に備えた複合構造物（半導体製造装置用部材１３０）が形成さ
れる。
【００７９】
　また、ノズルから噴射される前に、微粒子の凝集を解くための解砕部を設けてもよい。
解砕部における解砕方法は、任意の方法を選択することができる。例えば、振動、衝突な
どの機械的解砕、静電気、プラズマ照射、分級、等公知の方法が挙げられる。
【００８０】
　本発明による半導体製造装置用部材は、半導体製造装置内の各種部材、とりわけ腐食性
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の高密度プラズマ雰囲気に暴露される環境において用いられる部材として好適に用いるこ
とが出来る。具体的には、チャンバ壁、シャワープレート、ライナー、シールド、ウィン
ドウ、エッジリング、フォーカスリング、等が挙げられる。
【００８１】
　図５（ａ）及び図５（ｂ）は、実施形態に係る半導体製造装用部材の一例を模式的に表
す側面図及び断面図である。
　図５（ｂ）は、図５（ａ）に示した領域Ｒ１の側断面図である。
　図５（ａ）及び図５（ｂ）に表したように、この例では、基材１０は、第１面３１と、
第２面３２と、第３面３３と、第１稜部分４１と、第２稜部分４２と、を有する。
【００８２】
　第１面３１は、例えば、曲面である。第１面３１は、平面でもよい。第２面３２は、第
１面３１と交差している。つまり、第２面３２は、第１面３１と平行な面ではない。第２
面３２は、例えば、平面である。第２面３２は、曲面でもよい。第１稜部分４１は、第１
面３１と第２面３２とを接続している。つまり、第１稜部分４１は、第１面３１と第２面
３２との間の凸状の角部分（出隅：outside corner）である。
【００８３】
　第３面３３は、第１面３１と交差している。つまり、第３面３３は、第１面３１と平行
な面ではない。第３面３３は、例えば、平面である。第３面３３は、曲面でもよい。第２
稜部分４２は、第１面３１と第３面３３とを接続している。つまり、第２稜部分４２は、
第１面３１と第３面３３との間の凸状の角部分（出隅）である。
【００８４】
　稜部分１１ｓは、第１稜部分４１及び第２稜部分４２の少なくともいずれかである。第
１部分１１は、例えば、第２面３２と第１稜部分４１とを構成している部分である。第１
部分１１は、第３面３３と第２稜部分４２とを構成している部分であってもよい。第２部
分１２は、第１面３１を構成している部分である。
【００８５】
　この例では、基材１０は、上下方向に貫通する環状である。第１面３１は、環状の基材
１０の内周面である。つまり、第１面３１は、基材１０の内側の側面であり、チャンバの
内側に位置する面である。第２面３２は、環状の基材１０の上面である。第１稜部分４１
は、環状の基材１０の内側上端の角部分である。第３面３３は、環状の基材１０の下面で
ある。第２稜部分４２は、環状の基材１０の内側下端の角部分である。
【００８６】
　なお、第２面３２は、環状の基材１０の下面であってもよい。この場合、第１稜部分４
１は、環状の基材１０の内側下端の角部分である。同様に、第３面３３は、環状の基材１
０の上面であってもよい。この場合、第２稜部分４２は、環状の基材１０の内側上端の角
部分である。
【００８７】
　この例では、第２面３２及び第３面３３は、略水平な平面である。第２面３２及び第３
面３３は、これに限定されず、それぞれ、水平方向に対して傾斜した傾斜面であってもよ
いし、曲面であってもよい。また、この例では、第２面３２と第３面３３とは、互いに平
行であるが、第２面３２と第３面３３とは、互いに平行でなくてもよい。第１稜部分４１
及び第２稜部分４２は、それぞれ、直角であってもよいし、鋭角であってもよいし、鈍角
であってもよい。第１稜部分４１は、第１面３１から第２面３２に向かって湾曲する湾曲
面（Ｒ面）を有していてもよい。第２稜部分４２は、第１面３１から第３面３３に向かっ
て湾曲する湾曲面（Ｒ面）を有していてもよい。
【００８８】
　また、基材１０は、上端に位置する第１開口１５ａと、下端に位置する第２開口１５ｂ
と、を有する。つまり、基材１０は、上下の端部に開口を有する筒状である。この例では
、第１開口１５ａの口径は、第２開口１５ｂの口径よりも小さい。この例では、基材１０
は、下端の第２開口１５ｂから上端の第１開口１５ａに向かって内径が小さくなるテーパ
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形状である。第１開口１５ａの口径は、第２開口１５ｂの口径と同じであってもよい。
【００８９】
　基材１０の第１面３１、第２面３２、第３面３３、第１稜部分４１、及び第２稜部分４
２は、耐パーティクル層２０により覆われている。換言すれば、耐パーティクル層２０は
、基材１０の第１面３１、第２面３２、第３面３３、第１稜部分４１、及び第２稜部分４
２に設けられている。
【００９０】
　耐パーティクル層２０は、第１～第５耐パーティクル層２１～２５を有する。第１耐パ
ーティクル層２１は、第１稜部分４１に設けられている。つまり、耐パーティクル層２０
のうち、第１稜部分４１に設けられている部分が第１耐パーティクル層２１である。第２
耐パーティクル層２２は、第１面３１に設けられている。つまり、耐パーティクル層２０
のうち、第１面３１に設けられている部分が第２耐パーティクル層２２である。第３耐パ
ーティクル層２３は、第２面３２に設けられている。つまり、耐パーティクル層２０のう
ち、第２面３２に設けられている部分が第３耐パーティクル層２３である。第４耐パーテ
ィクル層２４は、第２稜部分４２に設けられている。つまり、耐パーティクル層２０のう
ち、第２稜部分４２に設けられている部分が第４耐パーティクル層２４である。第５耐パ
ーティクル層２５は、第３面３３に設けられている。つまり、耐パーティクル層２０のう
ち、第３面３３に設けられている部分が第５耐パーティクル層２５である。
【００９１】
　第１耐パーティクル層２１の耐パーティクル性は、第２耐パーティクル層２２の耐パー
ティクル性よりも高い。第１耐パーティクル層２１の耐パーティクル性は、例えば、第３
耐パーティクル層２３の耐パーティクル性よりも高い。第３耐パーティクル層２３の耐パ
ーティクル性は、例えば、第２耐パーティクル層２２の耐パーティクル性と同じである。
【００９２】
　また、第４耐パーティクル層２４の耐パーティクル性は、例えば、第２耐パーティクル
層２２の耐パーティクル性よりも高い。第４耐パーティクル層２４の耐パーティクル性は
、例えば、第５耐パーティクル層２５の耐パーティクル性よりも高い。第４耐パーティク
ル層２４の耐パーティクル性は、例えば、第１耐パーティクル層２１の耐パーティクル性
と同じである。第５耐パーティクル層２５の耐パーティクル性は、例えば、第２耐パーテ
ィクル層２２の耐パーティクル性と同じである。
【００９３】
　耐パーティクル層２０が、稜部分（第１稜部分４１）に設けられる第１耐パーティクル
層２１と、第１面３１に設けられる第２耐パーティクル層２２と、を含むよう構成し、第
１耐パーティクル層２１の耐パーティクル性を、第２耐パーティクル層２２の耐パーティ
クル性よりも高くすることで、稜部分（第１稜部分４１）におけるプラズマダメージを軽
減することができ、耐パーティクル性に優れた半導体製造装置用部材１３０を提供するこ
とができる。
【００９４】
　また、稜部分（第１稜部分４１）に設けられる第１耐パーティクル層２１の耐パーティ
クル性を、第２耐パーティクル層２２の耐パーティクル性よりも高くすることで、基材１
０が環状の場合にも、稜部分（第１稜部分４１）におけるプラズマダメージを軽減するこ
とができる。
【００９５】
　また、環状の基材１０の上面（第２面３２）と内周面（第１面３１）とを接続する稜部
分（第１稜部分４１）を、より耐パーティクル性に優れる第１耐パーティクル層２１で被
覆しているため、耐パーティクル性の低下を効果的に抑制できる。
【００９６】
　図６（ａ）及び図６（ｂ）は、実施形態に係る半導体製造装用部材の一例を模式的に表
す側面図及び断面図である。
　図６（ｂ）は、図６（ａ）に示した領域Ｒ２の側断面図である。
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　図６（ａ）及び図６（ｂ）に表したように、この例では、基材１０は、真っすぐに上下
に貫通する（つまり、テーパ形状でない）環状である。第１面３１は、環状の基材１０の
内周面である。第２面３２は、環状の基材１０の上面である。第１稜部分４１は、環状の
基材１０の内側上端の角部分である。第３面３３は、環状の基材１０の下面である。第２
稜部分４２は、環状の基材１０の内側下端の角部分である。
【００９７】
　基材１０は、上端に位置する第１開口１５ａと、下端に位置する第２開口１５ｂと、を
有する。第１開口１５ａの口径は、第２開口１５ｂの口径と同じである。
【００９８】
　図５（ａ）及び図５（ｂ）に示した例と同様に、基材１０の第１面３１、第２面３２、
第３面３３、第１稜部分４１、及び第２稜部分４２は、耐パーティクル層２０により覆わ
れている。耐パーティクル層２０は、第１～第５耐パーティクル層２１～２５を有する。
【００９９】
　第１耐パーティクル層２１の耐パーティクル性は、第２耐パーティクル層２２の耐パー
ティクル性よりも高い。第１耐パーティクル層２１の耐パーティクル性は、例えば、第３
耐パーティクル層２３の耐パーティクル性よりも高い。第３耐パーティクル層２３の耐パ
ーティクル性は、例えば、第２耐パーティクル層２２の耐パーティクル性と同じである。
【０１００】
　また、第４耐パーティクル層２４の耐パーティクル性は、例えば、第２耐パーティクル
層２２の耐パーティクル性よりも高い。第４耐パーティクル層２４の耐パーティクル性は
、例えば、第５耐パーティクル層２５の耐パーティクル性よりも高い。第４耐パーティク
ル層２４の耐パーティクル性は、例えば、第１耐パーティクル層２１の耐パーティクル性
と同じである。第５耐パーティクル層２５の耐パーティクル性は、例えば、第２耐パーテ
ィクル層２２の耐パーティクル性と同じである。
【０１０１】
　稜部分（第１稜部分４１）に設けられる第１耐パーティクル層２１の耐パーティクル性
を、第２耐パーティクル層２２の耐パーティクル性よりも高くすることで、基材１０が図
６（ａ）及び図６（ｂ）に示したような環状の場合にも、稜部分（第１稜部分４１）にお
けるプラズマダメージを軽減することができる。
【０１０２】
　図７（ａ）及び図７（ｂ）は、実施形態に係る半導体製造装用部材のさらに別の一例を
模式的に表す側面図及び断面図である。
　図７（ｂ）は、図７（ａ）に示した領域Ｒ３の側断面図である。
　図７（ａ）及び図７（ｂ）に表したように、この例では、基材１０は、上に凸の半球状
（hemisphere）である。第１面３１は、半球状の基材１０の内周面である。つまり、第１
面３１は、チャンバの内側に位置する面である。第２面３２は、半球状の基材１０の下端
面である。第１稜部分４１は、半球状の基材１０の内側下端の角部分である。
【０１０３】
　稜部分１１ｓは、第１稜部分４１である。第１部分１１は、例えば、第２面３２と第１
稜部分４１とを構成している部分である。第２部分１２は、第１面３１を構成している部
分である。
【０１０４】
　この例では、第２面３２は、略水平な平面である。第２面３２は、これに限定されず、
水平方向に対して傾斜した傾斜面であってもよいし、曲面であってもよい。第１稜部分４
１及び第２稜部分４２は、直角であってもよいし、鈍角であってもよい。第１稜部分４１
は、第１面３１から第２面３２に向かって湾曲する湾曲面（Ｒ面）を有していてもよい。
【０１０５】
　第１面３１、第２面３２、及び第１稜部分４１は、耐パーティクル層２０により覆われ
ている。換言すれば、耐パーティクル層２０は、第１面３１、第２面３２、及び第１稜部
分４１に設けられている。
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【０１０６】
　耐パーティクル層２０は、第１～第３耐パーティクル層２１～２３を有する。第１耐パ
ーティクル層２１は、第１稜部分４１に設けられている。第２耐パーティクル層２２は、
第１面３１に設けられている。第３耐パーティクル層２３は、第２面３２に設けられてい
る。
【０１０７】
　第１耐パーティクル層２１の耐パーティクル性は、第２耐パーティクル層２２の耐パー
ティクル性よりも高い。第１耐パーティクル層２１の耐パーティクル性は、例えば、第３
耐パーティクル層２３の耐パーティクル性よりも高い。第３耐パーティクル層２３の耐パ
ーティクル性は、例えば、第２耐パーティクル層２２の耐パーティクル性と同じである。
【０１０８】
　稜部分（第１稜部分４１）に設けられる第１耐パーティクル層２１の耐パーティクル性
を、第２耐パーティクル層２２の耐パーティクル性よりも高くすることで、基材１０が図
７（ａ）及び図７（ｂ）に示したような半球状の場合にも、稜部分（第１稜部分４１）に
おけるプラズマダメージを軽減することができる。
【実施例】
【０１０９】
　本発明をさらに以下の実施例により説明するが、本発明はこれら実施例に限定されるも
のではない。
【０１１０】
１．サンプル作製
　環状の基材１０を用い、第１耐パーティクル層２１と第２耐パーティクル層２２とを含
む耐パーティクル層２０を形成した。
１－１　基材の準備
　基材１０として、図３および図４に示すようなテーパを有する環状のアルミ合金基材を
用いた。
【０１１１】
１－２　原料粒子
　原料粒子として、酸化イットリウム粉体を用意した。原料粒子の平均粒径は０．４μｍ
であった。
【０１１２】
１－３　耐パーティクル層の形成
　上記基材の内壁部分について、エアロゾルデポジション法を用い、稜部分１１ｓを含め
て耐パーティクル層２０で被覆してサンプル１～５を得た。作製は室温（２０℃前後）で
行った。サンプル１において、耐パーティクル層２０の厚さは表１に示すとおりであった
。
【０１１３】
２．サンプル評価
２－１　平均結晶子サイズ
【０１１４】
　サンプル１の耐パーティクル層２０について、平均結晶子サイズを算出した。具体的に
は、サンプル１のうち、第１耐パーティクル層２１を含む部分と、第２耐パーティクル層
２２を含む部分と、を切り出して倍率４０万倍で取得したＴＥＭ画像を用い、結晶子１５
個の円形近似による平均値より平均結晶子サイズを算出した。サンプル１において、第１
耐パーティクル層２１の平均結晶子サイズは９ｎｍであり、第２耐パーティクル層２２の
平均結晶子サイズは１２ｎｍであった。
【０１１５】
２－２　輝度Ｓａ
　得られたサンプル１～５について、輝度Ｓａを算出した。輝度Ｓａの算出は、特許第６
５９７９２２号公報に記載の方法で行った。このとき、ローパスフィルタによるノイズ除
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去は実施しなかった。結果を表２に示す。表２に示す通り、基材や耐パーティクル層の組
成にかかわらず、第２耐パーティクル層２２のほうが第１耐パーティクル層２１よりも高
いレベルでの耐パーティクル性を発現することが確認された。
【０１１６】
２－３　基準耐プラズマ性試験
　次に、サンプル１のうち、第１耐パーティクル層２１を含む部分と、第２耐パーティク
ル層２２を含む部分と、を切り出して基準耐プラズマ性試験を実施した。
　プラズマエッチング装置として、誘導結合型プラズマ反応性イオンエッチング装置（Ｍ
ｕｃ－２１　Ｒｖ－Ａｐｓ－Ｓｅ／住友精密工業製）を使用した。プラズマエッチングの
条件は、電源出力としてＩＣＰ出力を１５００Ｗ、バイアス出力を７５０Ｗ、プロセスガ
スとしてＣＨＦ３ガス１００ｃｃｍとＯ２ガス１０ｃｃｍの混合ガス、圧力を０．５Ｐａ
、プラズマエッチング時間を１時間とした。
【０１１７】
　次に、プラズマ照射後の第１耐パーティクル層２１、第２耐パーティクル層２２の表面
２０２の状態をレーザー顕微鏡により撮影した。具体的には、レーザー顕微鏡「ＯＬＳ４
５００／オリンパス製」を使用し、対物レンズはＭＰＬＡＰＯＮ１００ｘＬＥＸＴ（開口
数０．９５、作動距離０．３５ｍｍ、集光スポット径０．５２μｍ、測定領域１２８×１
２８μｍ）を用い、倍率を１００倍とした。うねり成分除去のλｃフィルターは２５μｍ
に設定した。測定は、任意の３箇所で行い、その平均値を算術平均高さＳａとした。その
他、三次元表面性状国際規格ＩＳＯ２５１７８を適宜参照した。基準耐プラズマ性試験前
後のサンプル１における第１耐パーティクル層２１、第２耐パーティクル層２２の表面の
算術平均高さＳａの値は表１に示されるとおりであった。
【０１１８】
【表１】

【０１１９】
【表２】

【０１２０】
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　表１に示すように、サンプル１では基準耐プラズマ性試験後の第１耐パーティクル層２
１の算術平均高さＳａ１は、基準耐プラズマ性試験後の第２耐パーティクル層２２の算術
平均高さＳａ２よりも小さかった。よって、第２耐パーティクル層２２のほうが第１耐パ
ーティクル層２１よりも高いレベルでの耐パーティクル性を発現することが確認された。
【０１２１】
　以上、本発明の実施の形態について説明した。しかし、本発明はこれらの記述に限定さ
れるものではない。前述の実施の形態に関して、当業者が適宜設計変更を加えたものも、
本発明の特徴を備えている限り、本発明の範囲に包含される。例えば、基材、アルマイト
層、耐パーティクル層などの形状、寸法、材質、配置などは、例示したものに限定される
わけではなく適宜変更することができる。
　また、前述した各実施の形態が備える各要素は、技術的に可能な限りにおいて組み合わ
せることができ、これらを組み合わせたものも本発明の特徴を含む限り本発明の範囲に包
含される。
【符号の説明】
【０１２２】
100　半導体製造装置、110　チャンバ、120　天板、130　半導体製造装置用部材、160　
静電チャック、191　領域、210　ウェーハ、221　パーティクル、10　基材、10a　表面、
10u　上辺、10b　下辺、11　第１部分、11s　稜部分、12　第２部分、15a　第１開口、15
b　第２開口、20　耐パーティクル層、21　第１耐パーティクル層、22　第２耐パーティ
クル層、23　第３耐パーティクル層、24　第４耐パーティクル層、25　第５耐パーティク
ル層、31　第１面、32　第２面、33　第３面、41　第１稜部分、42　第２稜部分、R1、R2
R3　領域

【図１】 【図２】
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【図５】

【図６】 【図７】
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